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１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに 
 
 ビジネス活動においてマーケティングは重要な位置をしめ、ビジネス活動の方向性やあり
方はマーケティング戦略、マーケティング戦術によって決まるといっても過言ではない。し
かし、国内においては市場の成熟化、消費者ニーズの多様化・個性化に伴って、1990年代
後半頃から、マーケティング自体の考え方が大きく変わりつつある。すなわち、「顧客獲得」
から「顧客維持」へのマーケティングが新潮流になりつつある。端的に表現するなら、従来
は、顧客セグメントに対する「売れる仕組みづくり」がマーケティングであったが、これか
らは個客ひとりひとりを「知る仕組みづくり」が重要な考え方になりつつある。また、この
ようなマーケティングの進化は情報技術の急速な進展により、一層現実味を帯び具現化され
つつある。今日では、パソコンやシステムソフト、アプリケーションソフトの充実・強化に
より、大容量の個客データベースを簡単に構築できるし、多次元的な視点からのデータ検索
や分析等も可能になり、科学的に顧客を知ることができる。 
 このように、マーケティングの進化に伴って、顧客データベースがクローズアップされる
ようになり、ビジネス活動では顧客をいかに知るかということがビジネスの起点になり、こ
れからは顧客を起点にしたビジネス活動の展開が問われている。 
本稿では、ビジネス活動をマーケティングの視点から検討を加えることを基本とし、まず、

ビジネス活動に多大な影響力を与えているマーケティングに焦点をあて、マーケティングは
どのように進化しつつあるか、マーケティングの潮流を論ずることにより、今後のマーケテ
ィング・パラダイムについて言及することにする。次に、マーケティングの進化に伴って「デ
ータベース」はどのように変化しているかについて、マーケティングの概念と対応させなが
ら論考することにする。最後に、総括としてマーケティングの進化とデータベースの革新に
よって、ビジネス活動はどのような革新が問われようとしている若干の検討を加えることに
する。 
 
 

２２２２．．．．進化進化進化進化するするするするマーケティングマーケティングマーケティングマーケティング 
 
 まず、ビジネス活動においてマーケティングは基本的な役割・機能を果たし、ビジネス活
動の方向性を規定し、活動自体の在り方を決めるなど、マーケティングはビジネスに多大な
影響を及ぼしている。このマーケティング・コンセプト（概念）は日本経済の流れに沿って
大きく変化している。そこで、戦後の日本経済成長の流れに沿ってマーケティングの概念を
整理すると、次のような捉え方ができよう(1)。 



 

      
           ＜図 1＞ マーケティング概念の潮流 
 
 (1)高度経済成長期のマーケティング 
 昭和 30年代、40年代の高度経済成長期においては「マス・マーケティング」という考え
方が採られた。当時の市場は消費者ニーズの側面から捉えると、例えば、十人の消費者がい
ても十人とも同じモノを求めるというように、ほとんどの人が同じ行動を取る同質的な市場
構造を形成していた。まさに、消費者は生活に必要な均一商品を次から次へと買い求め、所
有することによって生活の豊かさを実感した時代であった。 
 従って、メーカーはシーズ中心の製品開発を行い、均一商品を大量に生産し大量に流通し
大量に販売するというマーケティング活動を展開した。言い換えれば、不特定多数の見込み
客を相手にしたマス・マーケティングが市場適応策として効果を発揮した時代であった。 
 
 (2)低経済成長期のマーケティング 
 昭和 50 年代以降の低経済成長期に入ると、「作れば売れる」という時代ではなくなり、
予め、売る相手を絞込み、売る相手のことを知るという考え方が重要になり始めた。つまり、
ターゲット顧客層を知った上でマーケティングを展開する必要性が出てきた。 
 要するに、消費者を一元的に捉えることはもはや難しくなり、効果的なマーケティングを
展開するにはマーケット・セグメンテーション(市場細分化)の考え方が問われるようになっ
たのである。市場はひとつの同質市場で構成されているという捉え方ではなく、いくつかの
異質需要から構成されているという捉え方がなされるようになり、市場を細分化したセグメ
ント・マーケティングが展開されるようになった。その具体的な内容は次に示す通りである。 
 市場細分化の一般的な変数は、消費者特性(地理的、人口統計的、心理的特性)と製品への
消費者の反応(追求便益、購買契機、ブランド、ロイヤリティ)の 2つに大別できる(2)。これ
らの中から有効な市場細分化軸を検討し、具体的に市場細分化を行う。その結果、複数のセ
グメントに対してそれぞれ異なったマーケティング・プログラムを展開するのか、あるいは、
ひとつのセグメントに対して、ひとつのマーケティングを展開する「集中型マーケティング」
を実施するのかを検討・決定しなければならない。 
 このように、セグメント単位に個人特性・行動特性の平均像を把握し、狙った顧客層(セ
グメント)に対してマーケティングを展開するという考え方が中心を占めるようになった。 
 
 (3)従来型マーケティングの限界説 
 以上のマス・マーケティング、並びにセグメント・マーケティングの従来型マーケティン
グはバブル崩壊以降、限界に達したと論じられるようになった。その背景にどのようなこと
が考えられるか、嶋口充輝(1996)の見解を整理すると以下のようになる(3)。 



 第一に、消費者は生活に必要なモノを一通り揃えてしまい、並大抵の製品では満足しなく
なったことがある。すなわち、戦後のモノのない時代から第一次石油危機までは、メーカー
がとにかく画一的な製品を作り売り続けたことで世の中にモノが行き渡り、消費者はそれな
りの満足を得た。しかし、市場の成熟化に伴って、消費者ニーズは益々多様化・個性化した
ので、メーカーは市場を細分化するという戦略を採ったが、次第にセグメント内ニーズの把
握も困難になり、顧客が何を欲しているか分からなくなってきた。消費者ニーズの不透明化
という現象が見られるようになった。 
 第二に、製品の差別化が難しくなると共にメーカー間競争の激化に伴って、類似した商品
が市場に溢れるようになり、それが消費者にも認知されるようになったことがある。従って、
マス広告を行っても、どのメーカーの商品も同じように認知されることになり、購買に繋が
る可能性が低下傾向にある。 
 第三に、競争企業の増加に伴って、ただマス広告をしているだけでは効果が上がらなくな
ってきたことがある。そのため、企業においては効果を上げるために巨額のマス広告費投資
が必要になってきたし、消費者においてはテレビＣＭをあまり見ないとか、新聞をあまり読
まない人が多くなってきたなど、広告離れが目立つようになった。 
 第四に、バブル崩壊以降、特に消費者ニーズ自体が不透明になり、市場調査技法による定
量的調査やその分析結果から、消費者ニーズを読めるという構造が怪しくなってきたことが
ある。例えば、ヒット商品開発担当者でさえ、事前に消費者ニーズを読めない人が多く、市
場の不透明感が増幅し市場が読めなくなっている。また、仮に読めたとしても、それを解決
する技術力を持ち合わせていないという事態も生じている。例えば、がんの特効薬へのニー
ズは明らかにあっても、その製品を開発する技術力はまだ伴っていない。 
 以上のような背景から、従来型マーケティングの限界説が指摘されるようになり、新たな
マーケティング・パラダイムの誕生が期待された。こうした中で、マス・マーケティングを
打開する考え方として注目を浴びるようになったのは「ワン・トゥ・ワン・マーケティング」
であった。 
 
 (4)ワン・トゥ・ワン・マーケティングの誕生 
 ワン・トゥ・ワン・マーケティングという概念はドン・ペパーズとマーサ・ロージャズが
提唱しているが、この新しいマーケティング・パラダイムは“The One to One Future”（『来
るべき個別対応の時代』、邦訳『One to One マーケティング―顧客リレーションシップ戦
略』(4)）に書き著され、本翻訳によって日本でも広く知られるようになった。 
 彼らの唱えるワン・トゥ・ワン・マーケティングとは、「1 回に一人の顧客というビジネ
スを構築するために情報技術を駆使し、異なる顧客に異なる対応ができるように企業努力を
することである(5)」と説明している。また、ワン・トゥ・ワン・マーケティングは「一人一
人の顧客とのリレーションに重点を置いたマーケティング手法である(6)」という。つまり、
顧客一人一人にアプローチをするということは例えば、「買った顧客」「買わなかった顧客」
を識別することになり、誰が買ったのか、なぜ買ったのかを特定化することができるし、買
わなかった理由も特定化することができる。従って、顧客へのアプローチの方法も個別に修
正していくことになる。 
 従来のマス・マーケティングのアプローチでは顧客をマス（集合体、群れ）と捉えている
ため、統計手法による解析を行い、不特定、あるいは特定顧客集団の平均的特性に基づいて
修正を行っていたことになる。 
 以上のように、ワン・トゥ・ワン・マーケティングは従来型マーケティングとは大きく異
なり、顧客一人一人（個客）に焦点をあて、しかも、顧客との関係づくりを重視していくマ
ーケティングを展開することになる。 
 では、こうしたマーケティング概念の大きな流れに伴って、データベースの考え方はどの
ように変化したか、以下で検討することにしよう。 



３３３３．．．．従来型従来型従来型従来型マーケティングマーケティングマーケティングマーケティングととととデータベースデータベースデータベースデータベースのののの関係関係関係関係 
  
 まず、マス・マーケティングやセグメント・マーケティングと称される従来型マーケティ
ング概念のもとでは、商品を基軸としたマーケティング活動を展開し、商品の差別化によっ
てひとりでも多くの新規顧客を開拓・確保することが企業目標となっている。すなわち、マ
ーケティング目標は「市場シェアの拡大」にある。そのため、データベースにおいては、「商
品を基軸とするデータ構築」が求められ、「どの商品が、いつ、どこで、いくらで、どれだ
け売れたか」という内容のデータ集積が企業経営において重要な役割を果たすことになる。
そして、そのデータシステムは「POS システム」という情報機器によって具現化されてい
る。 
 ここで、POSについて概説すると、周知のように、POSとは“Point of Sales”の略称で、
わが国では「販売時点情報(管理システム)」と訳されることが多いが、POSシステム発祥の
地であるアメリカでは、バーコードを「読み取る」という意味で、スキャニング・システム
（Scanning System)と称されるのが一般的である(7)。また、POSは本来、小売店のレジで
のチェックアウト作業を効率化するために導入された情報機器であるが、POS 機器の普及
に伴って POSデータの活用に期待が寄せられるようになり、小川孔輔(1993)によれば、POS
データは「顧客が購入した商品のバーコードをスキャナーと呼ばれる光学的な装置で読み取
り、単品アイテム別にコンピュータにファイルした価格と数量についての情報である」とい
う捉え方がなされている。基本的には、POS データの活用法としては次のような方法が考
案されている。 
 
 (1)販売管理への活用 
 第一に、最も基本的な POSデータの活用法として、日々の販売動向を把握するための活
用法が考えられる。例えば、午前中に良く売れた商品は何であるか、チラシ商品はどれだけ
売れたか、あるいは、どの時間帯にどのような商品が最も売れたか、などというように、商
品アイテムごとに時間帯別数量（金額）の動きを毎日、把握することができる。 
 また、日々の販売動向データを蓄積することによって、時間帯別、天候別、曜日別などの
視点から更に詳細な分析を行うことができ、利用客の購買行動特性を把握することもできる。
例えば、小売業における時間帯別データから、売上のピークは夕方にあるということに分か
れば、それ以外の時間帯はどのような方法で売上アップを図るか検討しなければならない。
また、天候別データから、晴れ・曇り・雨別売上金額、客数、客単価などを調べることによ
って、天候による購買行動特性を明らかにすることができる。更に、曜日別データからは商
品アイテムごとの曜日別売上金額を集計することによって、どの商品アイテムはどの曜日に
良く売れるかということが把握できる。 
 まず、販売管理への活用法が考えられ、小売業の店舗オペレーションにおいて必要不可欠
な活用法である。 
 
 (2)品揃え管理への活用 
 第二に、品揃え管理への活用が考えられる。すなわち、POSデータによる ABC分析を品
揃え管理に活用するという方法がある。 
 従来からも品揃え管理においては、ABC 分析という手法が用いられていたが、分析に時
間がかかりすぎるとか、単品レベルでの分析ができないとかなどで、なかなか実際の品揃え
を管理することは難しい一面があった。しかし、POSデータによる ABC分析によって現実
の品揃えを必要なときに正確性と迅速性でもって検討することが可能になった。例えば、図
２のような結果を必要なときに瞬時に取り出すことができる。この結果を見れば、売れ筋商
品群と死に筋商品群を簡単に識別することができ、今後の品揃えを検討する際に大いに参考
になる。 
 このように、POSデータによる ABC分析を繰り返すことによって、効率的で適切な品揃



え管理を目指すことが可能である。 
 

        
              ＜図２＞POSデータによる ABC分析 
 
 (3)仕入れ・在庫管理への活用 
 第三に、POSシステムを活用して、合理的で効率的な仕入れ・在庫管理を行うための「自
動発注方式」が考えられる。すなわち、コンピュータに在庫数量を記憶させておき、仕入れ
データと POS データの販売データをつき合わせ、「安全在庫水準」を割り込んだ商品につ
いて、自動的に発注指示書を出す方法である。これは在庫と販売数量の推移の関係から「連
続型需要」と「離散型需要」の場合に大別され、２つの自動発注方式が考えられている。 
 
 (4)陳列管理への活用 
 第四に、陳列管理への活用、つまり、売場の効率化を検討する際に POSデータを利用す
る方法が考えられる。例えば、ある一定期間のゴンドラ別売上高を集計し分かりやすく図示
することにより、一目瞭然にゴンドラ別売上高動向を把握することができるし、商品マスタ
ーファイルにゴンドラの何段目に陳列された商品であるかという情報を入力しておけば、段
別売上高まで明らかにできる。 
 このように、POS データを利用することにより、ゴンドラ別販売状況を平面的、立体的
に、あるいは日別、週別、月別などと瞬時に知ることができる。 
 ここでは、４つの POSデータの活用法を概観したが、以上の他に企業独自に考案されて
いる活用法などもあるだろう。しかし基本的には、POS によって収集可能な商品アイテム
別データ、「商品データベース」がマス・マーケティングやセグメント・マーケティングに
活用されていた。言い換えれば、商品データの ABC分析による「売れ筋・死に筋商品分析」
がマーケティング情報として効果的に活用されていたと考えられる。 
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 次に、これからの新しいマーケティング・パラダイムとして注目を浴びているワン・トゥ・
ワン・マーケティングをデータベースと関連づけて考えると、ワン・トゥ・ワン・マーケテ
ィングの概念を反映したデータベースとはどのようなものであるか言及したい。 
 前述したように、ワン・トゥ・ワン・マーケティングは顧客一人一人（個客）に焦点をあ
て、顧客との関係づくりを重視していくマーケティングである。これをデータベースの視点



から捉え直すと、「顧客を基軸とするデータ集積」であると定義できる。すなわち、「誰が、
いつ、どこで、どの商品を、いくらで、どれだけ購入したか」という内容から構成されるデ
ータ、「顧客データベース」と称されるものが意味をもつ。従って、顧客データベースを構
築するには、基本ファイルとして、「購買歴データファイル」と「顧客属性データファイル」
が完備していることが望まれる。まず、購買歴データファイルは POSシステムにより基本
的に収集可能な商品データであるが、最低限「購入年月日」「購入商品名」「購入金額」「購
入数量」「支払い方法」などの項目をデータ化していくことが望まれる。次に、顧客属性デ
ータファイルはクレジットカード情報等から入手できるが、基本項目として「氏名」「性別」
「年齢(生年月日)」「住所」「電話番号」などのデータ化が必要である。 
 このようにして収集・蓄積された顧客データベースをマーケティング情報として活用する
ための分析方法として、２つの考え方を提示したい。 
 
 (1)ランキング 
 基本分析として、「ランキング」という手法がある。これはどのような視点で顧客のラン
キングを行うか決める必要がある。例えば、購入金額、購入数量、購入頻度などの基準が想
定されるが、ランキング基準は企業特性や業種特性などによって異なるであろう。 
要は、ランキングをすることにより、自社にとって重要な顧客は誰であるか、貢献度の高
い顧客はどのような人達であるかを識別することになる。最も単純な分析手法であるが、自
社の顧客層を層別化する上で十分な情報を提供してくれる。 
 
 (2)RFM分析 
 RFM分析とは、1963年にアメリカのダイレクトメールマーケティング協会が（DMMA）
が顧客判定の効果的モデルであると発表したもので(8)、Rは Recencyの略で「最新購入日」、
Fは Frequencyの略で「購入頻度」、MはMonetaryの略で「購入金額」を意味する。すな
わち、この３つの変数を用いて得点化するモデルが RFM分析である。また、この RFM分
析については、アメリカのダイレクトメールマーケティング協会では次の理由から優良客の
発見に効果的な指標であると考えている(9)。 

 ①Ｒ（リーセンシー：最新購入日）については、12 ヶ月未満である顧客は 12～24 ヶ月
未満の顧客の 2倍購入する。 
 ②Ｆ（フリークエンシー：購入頻度）については、リーセンシーが同じであれば、２回以
上購入している顧客は１回しか購入していない顧客の２倍購入する。 
 このように、RFM分析では、ＲとＦの度合いが高い顧客ほど、より再購入の見込みが高
いと考える。例えば、同じように２０回購入した顧客がいた場合、３年前よりも昨年の顧客
の方が再購入の可能性が高いと考える。また、最後の購買日が２ヶ月前というように同じで
あれば、購買頻度の高い顧客の方が再購入の見込みが高いと判断する。 

RFM の計算方式については江尻弘（1999a）が論者によって異なることを紹介している
が、大別すると、ストーン（B.Stone）に代表される、RFM評点を用いて算出する方法と、
ベイヤー（M.Baier）に代表される、RFM 評点とウエイトを用いて計算する方式がある。
ここではストーン、及びベイヤーの考え方を例示として取り上げることにする。 
 
 ①ストーンの計算式 
１１１１))))ＲＲＲＲスコアスコアスコアスコア         ２２２２))))ＦＦＦＦスコアスコアスコアスコア 
 ・０～３ヶ月前------２４点  ・1回４点×購入回数  
 ・４～６ヶ月前------１２点 ３３３３))))ＭＭＭＭスコアスコアスコアスコア 
 ・７～９ヶ月前------ ６点  ・購入金額の１０％を点数とみなす（ただし最高９点）
 ・10～12ヶ月前----- ３点 

  (出所) 江尻弘『最新データベース・マーケティング』1999，ｐ139一部引用 



 ②ベイヤーの計算方式 
１１１１))))ＲＲＲＲスコアスコアスコアスコア               ２２２２))))ＦＦＦＦスコアスコアスコアスコア 
 ・３ヶ月以内の購入-------------２０点    ・１回の購入---------------------- ４点 
 ・６ヶ月以内の購入-------------１０点    ・２回の購入---------------------- ８点 
 ・９ヶ月以内の購入------------- ５点    ・３回の購入----------------------１２点 
 ・12ヶ月以内の購入------------ ３点    ・４回の購入----------------------１６点 
 ・24ヶ月以内の購入------------ １点    ・５回以上の購入----------------２０点 
３３３３))))ＭＭＭＭスコアスコアスコアスコア               ４４４４))))ＲＦＭＲＦＭＲＦＭＲＦＭののののウエイトウエイトウエイトウエイト 
 ・最小１点   最大２０点        ・Ｒ：５  Ｆ：３ Ｍ：２     
 (出所) 江尻弘『最新データベース・マーケティング』1999，ｐ86 
 
具体的には、上記のようにＲ、Ｆ、Ｍの評点、あるいはＲ、Ｆ、Ｍのウエイトを確定した
上で、RFM得点を算出するが、例えば、ベイヤーの計算式の場合、表 3のようになる。 

 
       ＜表３＞ＲＦＭ得点の計算例         

        
        （出所）江尻弘『最新データベース・マーケティング』1999，ｐ141 
 
 この例の場合、企業にとって最も優良な顧客はＣということになり、次いでＡ、Ｂという
順になる。このように、ＲＦＭ得点は顧客一人一人を購入日、購入頻度、購入金額の３側面
から数値化することによって、総合的に判断することができる。 
 以上のように、ワン・トゥ・ワン・マーケティングにおいて意味のあるデータベースは、
顧客を識別できるデータの集積ということになる。言い換えれば、顧客を優良客とそうでな
い顧客に大別できることがデータベースに求められることになる。例えば、一企業の売上の
8 割は２割のヘビーユーザーによってもたらされる(10)という指摘があるように、この 2 割
の最優良客を発見することがデータベースに問われることになる。こうして、顧客データベ
ースから選別された最優良客、並びに優良客を維持し、一人一人の顧客シェアを最大化して
いくことがワン・トゥ・ワン・マーケティングの目標である。 
 
 

５５５５．．．．総括総括総括総括 
 
 (1)要約 
 わが国おける戦後マーケティング概念の潮流とデータベースの関係について検討してき
たが、その結果は表 4のように整理できよう。 
 
 



           ＜表 4＞マーケティング概念とデータベースの潮流 

 ２０ 世 紀 ２１ 世 紀 

マーケティングの潮
流 

マス・マーケティング 
セグメント・マーケティン
グ 

ワン・トゥ・ワン・マーケティング
関係性マーケティング 

マーケティング目標 市場シェアの拡大、顧客獲
得 

顧客シェアの拡大、顧客維持 

データベース 商品を基点とするデータベ
ース 

顧客を起点とするデータベース×
商品データベース 

データの収集方法 POSシステム クレジット型 POSシステム 
データ分析の狙い 売れ筋・死に筋商品分析 

商品の差別化 
顧客の識別 
顧客の差別化 

分析手法 ＡＢＣ分析 ＲＦＭ分析 
 
 マーケティングの進化に伴って、データベースの基本的考え方は「商品の差別化」から「顧
客の差別化」を目的とするデータ集積の方向に変化している。顧客一人一人の購買歴が重要
な意味をもち、顧客属性と購買歴を結合させたデータベースの構築が２１世紀の企業経営に
おいて必要不可欠なものになっている。この方向は情報機器や情報技術の高度化に伴って
益々、具体性を増し、高度なデータベースの構築が可能になりつつある。 
 (2)ＩＴを活用したビジネス活動の今後 
 IT（情報技術）の高度化・高質化に伴って、顧客情報は顧客単位に収集・管理すること
が可能になり、顧客起点のビジネス活動に変わりつつある。まさに、顧客データベースの進
化により、今後のビジネス活動は 
「顧客の差別化」ということが重要な課題になりつつある。一般的に、顧客は概念的に図５
のように分類することができる。 
 

 

 

固定客で大体のプロフィールを把握している客 

 

 

定期的に利用してくれる顔なじみ客 

 

利用意欲が非常に強い客 

 

 

利用意欲のある客 

 

利用してくれているが、  

誰だかわらからない客 

 

継続客 

顧客 

有力見込み客 

見込み客 

擬似客 

 
 

＜図５＞顧客の区分け 
 

 実際には、こうした顧客分類を顧客データベースから行うことがこれからのビジネス活動
の起点になるはずである。言い換えれば、顧客の差別化を図り、顧客を平等に扱うのではな



く公平に扱うことが重要な戦略課題になる。これまでは例えば、「擬似客」であっても「継
続客」であっても同じ対応の仕方をしてきたが、          
これからは企業と顧客との関係の度合いに応じて、対応していくという考え方が必要である。
こうした中で特に、企業経営において、最も重視しなければならない客は「継続客」である。
この客は、売上高と顧客数の関係から導き出された「８０対２０の法則」があるように、ヘ
ビーユーザーに相当する客である。つまり、ビジネス活動のターゲット、コアとなる客層で
ある。 
 要するに、今後のビジネス活動において重要な視点は、継続客一人一人の「顧客シェア」
をいかに拡大できるか、または継続客をいかに「維持」できるかである。まず、「顧客シェ
アの拡大」については例えば、次の花屋のようなアプローチを顧客に対して行っていくこと
である(11)。 
 「昨年、東海岸に住むある人が彼の母親の住む中西部の小さな町の花屋に母親の誕生日に花
を贈ってもらうよう電話をした。今年、彼女の誕生日の３週間前に、彼のもとにその花屋から葉
書が届いた。そこには、①母親の誕生日が近いこと、②昨年贈った花の種類と値段、③今年も贈
る場合、電話１本で十分である、ということが書かれていた。」 
 この花屋はまさに、ワン・トゥ・ワン・マーケティングによって、顧客と取引を更に伸ば
していこうとしている。新規顧客の開拓ではなく、既存の顧客にできるだけ引き立ててもら
えるように努力をしている。こうした花屋のビジネス活動が「顧客シェアの拡大」を目標と
した展開である。換言すれば、ある顧客の企業に対する生涯価値を最大化するということで
ある。ここでいう生涯価値とはその顧客との生涯にわたる取引を通して得られる価値のこと
であるから、企業としては特定の顧客が今後どれだけの取引を行うか知ることが重要な課題
となる。そのための方法として、一般的に、「顧客に聞く方法」と「統計モデルを利用する
方法」の２つがあると言われている(12)。 
 次に、顧客維持については、顧客ロイヤルティをいかに高められるかにかかっている。す
なわち、顧客満足度を高めるビジネス活動が問われることになる。特に、ビジネス活動の中
でも、顧客サービス活動が顧客満足度に大きな影響を与えることが分かっている。例えば、
「アメリカの経営コンサルタント会社の調査によると、納期の短縮、オンライン配送など一
定の項目のサービスを１％改善すれば、売上は１％上昇し、逆にサービスを低下させると、
１％以上の影響が出る(13)」という報告がある。このように、顧客サービス活動は 
顧客満足に影響を与え、更に、それが顧客ロイヤルティを規定していくことになる。このこ
とに関連した調査（全米消費者保護局が数年前に実施した調査）をみると、「満足した顧客
が話す相手は 5人、不満な顧客が話す相手は 11人(14)」という結果が示されている。これは、
ある企業に不満をもつ顧客は周りへの影響がいかに大きいかの証左であり、顧客満足度は企
業経営の総合指標であるという見方ができる。 
 以上で検討してきたように、今後のビジネス活動において、情報技術の活用は当然のこと
であり、その活用法によって企業の成長性が異なることになるであろう。それだけ、情報技
術は今後のビジネス活動において必要なものであり、重要な役割を果たすことになる。特に、
顧客データベースでは情報技術を大いに活用することを考え、顧客情報の収集・分析・管理・
更新等の情報システムを構築し、ビジネス活動に必要な顧客情報を目的に応じてタイムリー
に、スピーディーに、正確に活用できる体制づくりをしていくことである。また、顧客デー
タベースの活用法の基本的な考え方は、顧客を識別し差別化していくことにあり、企業にと
って重要な顧客と重要でない顧客を見極めて、重要な顧客の一人一人に対して双方向のコミ
ュニケーションを展開し顧客シェアの拡大を図っていくところにある。もちろん、双方向コ
ミュニケーションにおいても情報技術の活用は必要不可欠である。     
現在、ビジネス活動に多大な影響を及ぼし、ビジネス活動を規定している「情報技術」「マ
ーケティング概念」「データベース」は今後も、重要な概念として機能し進化していくこと
になるであろう。  

（文責：長尾治明） 
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